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１ 目 的 ：会津地域の全ての住民の皆さんが、
人権を保障され、
人生100 年時代を健康で文化的な満足度の高い生活を会津の地域で実現し、
地域経済が持続的に発展できるよう
デジタル技術をはじめ、アナログ的な手法も含め、
幸福を実現するあらゆる手法を積極的に活用し、
事務事業の効率化や標準化、地域の課題解決等を広域連携で進めながら、
住民サービスの充実と地域経済の活性化を図る。

２ 主な内容
○ 業務効率化と住民サービスはセットで行う。つまり、業務効率化によって生み出され
た時間や人員を活用することで、住民サービスをより充実していく。
○ 住民視点で「顔の見える行政」を推進する。
○ 高齢者や障がい者等の情報弱者への配慮やデジタルによる格差を是正しながら、
自治体ＤＸを推進していく。
○ デジタル化が目的ではなく、その先の『人生１００年時代』をどう健康で豊かに暮らし
ていけるようにするかという本質と向き合いながらＤＸを進める。
○ 市町村合併や人員削減を前提としない。
○ 東日本大震災と原子力災害、新潟・福島豪雨災害、東日本台風などの大規模災害、
新型コロナ対応などの重大な危機に対する自治体の対応力の強化を図る。
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■ データに基づく現状分析で広域連携の必要性を考察（スライド５～７ 本文13～15頁）

■ タイトルに「ＤＸ」の言葉は使わない
⇒ デジタルは手段。名前に入れると、手段が目的になってしまう。
⇒ 「人生１００年時代」をどう健康で豊かに暮らし、幸せを実感するかという本質と向き合う。

■ 指針のターゲット → 会津地域13市町村及び県出先機関の自治体職員

■ 自治体ＤＸの定義＝「県・市町村の再構築」と明確に示す
○ 自治体ＤＸとは、
「住民サービスの向上を図るために、デジタル技術を活用して『県・市町村の再構築』
を行い、地域経済の持続的かつ健全な発展と住民の幸福な生活の実現である」と定義

○ 業務効率化と住民サービスはセットで行う。
⇒ 業務効率化によって生み出された時間や人員を活用することで
住民サービスをより充実

○ 高齢者や障がい者等の情報弱者への配慮やデジタルによる格差を是正しながら、
自治体ＤＸを推進
○ 東日本大震災と原子力災害、新潟・福島豪雨災害、東日本台風などの大規模災害、

新型コロナ対応などの重大な危機に対する自治体の対応力の強化を図る

■ 広域連携指針の前提条件を明確に示す ⇒ 市町村合併、人員削減は前提ではない
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■ 自治体ＤＸに取り組む自治体職員の使命を明確化
⇒憲法９２条、地方自治法１条の２を基本に据える

会津地域13市町村と福島県会津管内出先機関は、憲法で規定する地方自治の本旨に基づき、住民の福
祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施することを使命とします。

■ １８の指針により「住民視点で実行する」 広域連携による自治体ＤＸ
自治体DX＝「行政DX」（９指針）＋「地域社会DX」（９指針）

■ わかりにくい言葉は使わない
○ カタカナ語は、一般に認知されている言葉のみ使う。認知されていないのは言い換える。

ＲＰＡは「業務自動化」、ＢＰＲは 「業務再構築」と説明。

■ 問題の本質を正確に言う
⇒ 押印廃止は、電子申請の妨げという問題ではなく意思決定と責任の所在の問題

ペーパレス化は、紙の廃止ではなく、情報の電子データ化の問題 等

■ 自治体ＤＸの「目指す姿」＝結果をイメージ化⇒住民視点で「顔の見える行政」を推進
→ 自治体ＤＸの結果が住民から評価される状況とは住民から以下のような声が聞こえきたとき

「いちいち届出に役所に行かないで家で済むようになって良かった」

「スマホで簡単なことは夜中でも（役所に）聞ける」

「今までより、役場職員が街に出てくるので、町の職員と話す機会が増えた」

「県も市町村も住民に足を運んでくれる機会が増えた」

「役場に行くといつでも役場職員と話しながら何でもできる」

「困ったら、役場に行けば話を聞いてくれるから安心だ」

「困った時は町の○○さんに聞けばなんとかなるよ」（職員の名前が出てくる） 等

人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針
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データからみた会津 １

◆神奈川県より広い面積に、福島市より少ない人口

○会津地域の総面積 3,078.78㎢ 神奈川県の面積 2,416㎢

○会津地域の人口総計は239,190人で、会津若松市が約半

数の118,322人を占める。

◆高い高齢化率

金山町：県下1位60.11％、昭和村：県下2位55.63％

三島町：県下3位52.66％、西会津町：県下5位46％

柳津町：県下6位43.8％ ※会津若松市

県下50位28.92％

◆高い千人当たりの職員数

千人当たりの職員数を見ると、昭和村が40.2人、金山町

が37.5人、三島町が28.8人、柳津町が25.2人と奥会津地域が

多い。一方で会津若松市は8.2人と他地域に比べ少ない。

◆ 一人当たりの分配所得

磐梯町が県下2位と高い

会津美里町50位、柳津町51位、昭和村52位と低い値

◆ 財政力指数

一番高い会津若松市でも0.62で、その他は0.1～0.39と

非常に低い指数値を示している。
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データからみた会津 ２

◆ 会津地域の人口推計

○ 何れの市町村も2040年には現在よりかなり

少なくなると予測

○ 総計で2020年より約５万人少ない179,610人

（なお、磐梯町の値は、希望値）

○ 会津管内で一番人口の多い会津若松市も95,000人と

10万人を切る予測、喜多方市も３万人台まで減少する。

データからみた会津 ３

◆ 市町村職員の居住地調べ

〇 勤務自治体と居住自治体が異なる職員も多く、災害の

規模や状況によっては、居住自治体に登庁し、広域連携

として災害対応に当たることも検討を要する。

〇 ２つの自治体にまたがって生活している職員は、勤務

地自治体以外に、居住自治体の状況も実感できる状況に

あるため、その感覚を勤務地自治体の行政施策に反映で

きるという利点がある。
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データからみた会津 ４

◆ 会津地域各市町村の歳入・歳出の状況

○ 歳入状況は、会津若松市は地方税の割合が高いが、その他の市町村では地方交付税の割合が非常に高い。

○ 歳出の状況は、人件費は全市町村で15％前後。扶助費は会津若松市が26.8％と高いが、喜多方市16.4％、会津美里町
10％と続く。

© 2022福島県会津地方振興局
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■ 会津地域自治体広域連携指針のターゲット → 会津地域13市町村及び県出先機関の自治体職員
■ 会津地域自治体広域連携指針の決定 → 会津地域課題解決連携推進会議で決定（令和４年１月２１日）
■ 対応期間 令和４年１月～令和１０年３月３１日 ※国の自治体ＤＸ推進計画への対応は、国に合わせ令和8年3月31日

■ 見 直 し 必要に応じて随時見直し
■ 会津地域自治体広域連携の推進体制 →「会津地域課題解決連携推進会議」

当広域連携指針の推進に当たっては、「会津地域課題解決推進会議」（座長：会津地方振興局長）での「重点プ
ロジェクト」に位置づけ、連携推進会議の下部組織の「幹事会」及び「会津地域ＤＸ推進検討会」並びに各市町村・

県出先機関内部での個別具体の検討・調整を行いながら、進行管理を行い実効性を確保していく。

人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

「人生100年時代」と謳う理由

■ なぜ、「人生100年時代」とタイトルと目的に入れるのか
◇ 国や有識者は、デジタル化による変革は、「Society5.0」といい、狩猟社会(1.0)、農耕社会(2.0)、工業社会(3.0)、情報
社会(4.0)に続く、人類社会発展の歴史における５番目の新しい社会と説明するが、一般の人にはよくわからない。

◇ 要は、急激な人口減少や少子高齢化を受けて、これまで築いてきた年金や医療、介護等の社会保障制度の仕組み
や、高度経済成長を経て構築されてきた雇用関係、更にはそれに加えての情報社会や脱炭素社会に対する産業構造

等の変化など、今後到来する「人生100年時代」というこれからの未来に向けて、現在の仕組みのままでは対応しき
れず、 新たな仕組みが必要となってきた。

◇ したがって、住民の皆さんが「人生100年時代」を個々の人権が保障され、健康で文化的な満足度の高い生活を
実感し、地域経済が持続的に発展できるよう、デジタル技術、環境技術等あらゆる手法を用いて自治体ＤＸを進
めていくものであると考えた。

＜参考＞人生100年時代について （「人生100年時代構想会議中間報告」より引用）
○ ある海外の研究では、2007年に日本で生まれた子供の半数が107歳より長く生きると推計されており、日本は健康寿命
が世界一の長寿社会を迎えています。
○人生100年時代に、高齢者から若者まで、全ての国民に活躍の場があり、全ての人が元気に活躍し続けられる社会、安
心して暮らすことのできる社会をつくることが重要な課題となっています。
※日本人の平均寿命 → 戦前：男女ともに40代であったものが、1947年：男女ともに５０代（男50,06歳 女53.96歳）、

2020年：女性87・74歳、男性81・64歳、ともに過去最高を更新 © 2022福島県会津地方振興局
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自治体DXの定義

◇ 地方分権改革のときのいわゆる「平成の大合併」のような市町村合併を目指すことではない。

◇ 急激な人口減少、少子高齢化が進む中で、現在の市町村の枠組みを維持しながら、デジタル技
術等あらゆる手法を活用して住民サービスの充実を図るという「挑戦」である。

◇ 自治体ＤＸとは、「住民サービスの向上を図るために、デジタル技術を活用して『県・市町村の
再構築』を行い、地域経済の持続的かつ健全な発展と住民の幸福な生活の実現である」と定義

県・市町村の再構築とは

県・市町村の再構築の必要性

◇ 「人生100年時代」という未来に向けた新たな仕組みづくり
急激な人口減少や少子高齢化を受けて、これまで築いてきた年金や医療、介護等の社会保障制度の仕組みや、

高度経済成長を経て構築されてきた雇用関係、更にはそれに加えての情報社会や脱炭素社会に対する産業構
造等の変化など、今後到来する「人生100年時代」というこれからの未来に向けて、現在の仕組みのままでは対応
しきれず、新たな仕組みが必要となってきた。

◇ 重大な危機への対応力強化
東日本大震災と原子力災害、新潟・福島豪雨災害、東日本台風などの福島県を襲った大規模災害、新型コロナ

対応などの重大な危機に対する自治体の対応力の強化

◇ 新たなネットワーク、コミュニティへの対応
これまでの町内会や学校、職場といった地縁関係を中心としたコミュニティと対話することにより施策を構築し

てきたが、近年、ＳＮＳ等で結びついた新たなネットワークによる複数のコミュニティ等との対話も求められるよう
になってきた。
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１ 会津地域13市町村と福島県会津管内出先機関の使命

◇ 会津地域１３市町村と福島県会津地方出先機関は、会津地域の全ての住民の皆さんが、人権を保障さ
れ、人生100年時代を健康で文化的な満足度の高い生活を会津の地域で実現し、地域経済が持続的に
発展できるよう、デジタル技術をはじめ、アナログ的な手法も含め、幸福を実現するあらゆる手法を積極
的に活用しながら、事務事業の効率化や広域連携の再構築等を進め、住民サービスの充実と地域経済
の活性化を図ってまいります。

◇ 会津地域13市町村と福島県会津管内出先機関は、憲法で規定する地方自治の本旨に基づき、
住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する
ことを使命とします。

２ 会津地域自治体広域連携の目的

３ 会津地域自治体広域連携指針

◇ 自治体DX＝「行政DX」＋「地域社会DX（スマートシティ含む）」
○ 行政ＤＸを進め、業務効率化を推進し、オープンに活用するデータを整理するとともに、安全・安心な
セキュリティ対策の中でデータを活用し、住民に寄り添ったきめ細かな行政サービスの充実を図る。
○ 業務効率化によって生み出された時間や人員を活用することで住民サービスを充実し、地域社会ＤＸ
と合わせて自治体行政を最適化する。

◇ 指針実行にあたっての基本的考え方 : 住民視点で実行する
（1）「住民視点がなければ、真の付加価値は生まれない」という考え方にたって、まず住民や地域

が求めるサービスは何かを考える。
（2）既存概念にとらわれないで現状をとらえ直す。
（3）何を目指すのか、当事者意識をもって、自ら考え行動する。

根拠： 憲法９２条、
地方自治法１条の２
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◆ 業務の管理者は、業務改善の案が部下職員から上がってきた場合には、この改革によって、どん
な住民サービスが新たに図られるようになるのか、または充実するのかを確認することが大事であ
り、仮にそうでない場合には適切に指導すべき。

◆ つまり、業務効率化によって生み出された時間や人員を活用することで、住民サービスを充実して
いくということ。デジタル化によって、教育、医療・福祉・介護、文化芸術、災害対応、生活支援等々、
アナログの手法が必要な行政サービスを充実していくということである。 11

人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

○ 自治体ＤＸの結果が、住民の皆さんに評価される状況は、住民の皆さんが次のような
実感を抱いたり、住民からの声が聞こえてきたとき。

「いちいち届出に役所に行かないで家で済むようになって良かった」

「スマホで簡単なことは夜中でも（役所に）聞ける」

「今までより、役場職員が街に出てくるので、町の職員と話す機会が増えた」
「県も市町村も住民に足を運んでくれる機会が増えた」

「役場に行くといつでも役場職員と話しながら何でもできる」

「困ったら、役場に行けば話を聞いてくれるから安心だ」
「困った時は町の○○さんに聞けばなんとかなるよ」（職員の名前が出てくる） 等

以上のような実感を住民がもてたとき、そういう声が住民から聞こえたときに、ＤＸの

取組が評価されたとき。

そのために、デジタル技術をどう活用していくかということが求められている。

目 指 す 姿

判 断 基 準
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行政DX・地域社会DXのイメージ
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（行政手続・制度・補助金等は行政DX・地域社会DXが重なる）

住民と行政との連携協力による地域社会DXの取組

選
挙

選
挙

行政の
執行

議案提出

議決

市町村（住民＋地域社会）

本文7頁参照人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

行 政 D X

【指針１】業務効率化と住民サービスの充実

業務の効率化と住民サービスの充実はセットで行います。そのため、常に志を高くもって、
住民の視点で行政を行ってまいります。

【指針２】広域での業務の標準化・効率化
会津地域13市町村が共同で業務効率化に取り組み、「広域での業務の標準化・共通
化」を実施し、住民サービスの充実を図ります。

© 2022福島県会津地方振興局

○ いつでも、どこでも、住民の皆さんが行政手続ができるようにする。
○ マイナンバーカードの導入課題に対応しながら、取得率１００％を目指す。
○ 人生100年時代を生きる住民に寄り添い、住民が満足できる身近な行政サービスを展開する。
○ 行政ＤＸで進める効率化は、その結果として、住民サービスの何が新たにできるのか、または住
民サービスの何が充実するのかという住民サービスの質を高めていくことが目標である。
単に、業務の効率化が図られ、職員の仕事が楽になったという職員満足だけが成果であってはな
らない。

本文9～15頁

○ 広域で標準化・共通化を図るべき事務は、共同で行うことで効率化を進め、住民サービスを更に
高めることも必要。
○ 13市町村の事務事業について相互に見直しを図り、対応していく。
○ 「会津は一つ」を念頭にした広域連携を図る。
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

行 政 D X

【指針３】災害等危機への対応

自然災害や感染症等、地域の危機に迅速・的確に対応し、地域住民の生命と財産を守っ
てまいります。

© 2022福島県会津地方振興局

○ デジタル技術がどんなに進んでも「住民の生命と財産を守る」という自治体行政の使命は不変で
ある。それを広域でどう対応するのか。広域連携による災害対応においてデジタル技術をどう活用
していくのか、検討を進め、対応していく。
○ 各自治体とも、少ない職員で災害等の危機に対応しなければならないため、非常時の場合には、
広域連携として災害対応に当たることを前提に、事務処理の共通化や共同化を図っていく。
○ 特に、人口密度が非常に低い地域での安否確認や避難誘導、災害後の生活支援等にどのよう
にデジタル技術等を活用するのかを検討し、実行していく。

本文１６～1８頁

【指針４】情報・データの有効活用と個人情報の管理

住民の皆さんから得た様々な情報をデータとして有効に活用しながら、住民サービスの充
実を図ってまいります。また、十分な情報セキュリティ対策を講じるとともに、個人情報を適
切に管理してまいります。

○ 個々の住民の利便性が高まれば高まるほど、扱う個人情報の量は多くなり、講ずべきセキュリ
ティのレベルも高まる。その利便性と個人情報保護のバランスは重要。行政サービスの充実に併せ
て、その情報管理やセキュリティ対策は、リアルタイムで適切に対応していかねばならない。
○ ＤＸの議論には利便性というメリットだけが強調される傾向にあるが、デメリットの部分にもしっか
りと目を向け、どうすればデメリットを克服できるかセットで考え実行していかねばならない。
○ ファイリングシステムを活用するなどのデータ管理の効果的手法等についての検討・実践、データ
や科学的な証拠に基づく施策立案（ＥＢＰＭ）を進めていく必要がある。
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

行 政 D X

【指針５】広報広聴の強化と説明責任

住民の皆さんにわかりやすく、情報を的確に伝えてまいります。また、住民の皆さんの声を
良く聴き、説明責任を果たしながら、政策を決定してまいります。

【指針６】新しい課題への対応

時代や状況の変化に応じて、新しい課題が生まれることがあります。それらに迅速かつ弾
力的に対応するとともに、状況に応じた柔軟な対応をしてまいります。

© 2022福島県会津地方振興局

○ わかりにくい言葉は使わない。カタカナ語は、一般に認知されている言葉のみ使う。認知されて
いないのは言い換える。例えば、ＲＰＡは「業務自動化」、ＢＰＲは「業務再構築」と説明。
○ 自治体ＤＸの効果が住民福祉の向上にあるのだから、何がどのように変わり、どのように生活等
が良くなるのかをわかりやすく広報していくことが大切。
○ 今後、ＡＩ（人工知能）等デジタル技術を活用した広聴がますます盛んになると思われるが、それ
を効果的に自治体施策に位置づけ、住民の生の声を聴き、説明責任を果たしながら事業化してい
く。

○ 自治体ＤＸは、国において改革期間を示されているものの、そう簡単に実現できるものではない。
行政事務の一つ一つに課題があり、その障壁の高さや解決までの道のりは違ってくる。
○ 経済社会情勢の変化などに敏感に対応し、スピード感をもって取り組むものは、スピーディに、腰
を据えて取り組むべきものは、じっくりと腰を据えて進め、進捗状況を住民の皆さんに「見える化」し
ながら進めていく。

本文1８～1９頁
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

行 政 D X

【指針７】新たな住民参加の場の確保と仕組みづくり

ＳＮＳやリモート会議の普及等により、新たな住民参加の場を整備する必要があります。
また、ＳＮＳによる新たなコミュニティの形成や会津地域に関わる様々な方々が、会津地
域の行政に参加できるよう、住民参加の機会の確保やその仕組みづくりを進めてまいり
ます。

© ２０２２福島県会津地方振興局

○ 人生100年時代に向けた地域づくりにあたり、住民参加型行政システムの構築は重要である。

○ 人生１００年時代に向けて「様々な住民参加の方法によって、その合意形成を図って行く仕組
みを構築し、住民一人一人が、生き甲斐をもって幸福に暮らせる地域社会、個々の住民が自分
らしく生きることができる社会」を構築することが重要。

○ 住民説明会、パブリックコメント、審議会等の公募などの従来からの住民参加の仕組みに加え、
デジタル技術を活用した住民参加の仕組みも併用しながら進めて行くことが大切である。

○ 自治体行政の課題は、住民の中にあり、そこに解決策もある。
行政ＤＸの推進によって生み出された時間を活用して、自治体職員がもっと住民の中に出てい
き、積極的に住民の意見を聴く姿勢がないところに、住民参加の機運は醸成されない。
自治体職員が住民の中にとけこみ、住民とともに考え、ともに汗をかきながら地域づくりを進め
ていく。

本文19～20頁
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

行 政 D X

【指針８】職員の働き方改革
職員が、住民の皆さんに積極的にサービスを提供することに生きがいをもち、わくわくし
て働き、目の前の課題に果敢にチャレンジしていけるよう、職員の働き方改革を進めてま
いります。

【指針９】デジタル格差の是正

行政ＤＸを推進するに当たり、デジタル技術を活用できる住民とそうでない住民がいるこ
とから、デジタル技術をうまく活用することができない住民であっても受ける行政サービス
に格差が生じないように対応します。また、行政ＤＸの推進により、新たな地域格差が生じ
ないよう取り組んでまいります。

© 2022福島県会津地方振興局

○ 自治体職員になったときに抱いた、地域住民の幸福や地域社会の発展を願い、それに自ら貢
献していきたいという思いを胸に、わくわくした気持ちで目の前の行政課題に果敢にチャレンジ
（挑戦）できるよう、職員の働き方をサポートしていく。
○ 業務効率化により、高付加価値業務へ職員を配置。職員でなければできない住民との対話や
政策立案など自治事務の根幹にかかわる業務に集中。
○ 対面・非対面を併用した効率的な行政運営により、行政との意見交換等への住民参画をさら
に促進し、政策形成能力を高める。

○ 年齢や身体的な理由、デジタルへの苦手意識・抵抗感、外国人住民等、住民がおかれている
様々な環境へ配慮し、提供される行政サービスに格差が生じないよう対応していく。
○ 行政ＤＸの推進によって、新たな地域格差が生じたのでは、自治体ＤＸを進める意味はない。
各地域の実情をしっかりと把握し、スケジュール感を住民と共有しながら、新たな地域格差が生
じないよう進めていく。

本文20～23頁
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

地 域 社 会 D X

【指針１０】安全で安心な生活を支える仕組みづくり
デジタル技術をはじめ、あらゆる手法を活用し、教育、健康福祉、自然災害、消防・防災、生

活交通等、安全で安心な生活を支える分野において、住民の皆さんが健康でいきいきと自分
らしく家族や大切な人とともに暮らしていけるよう進めてまいります。

【指針１２】産学官連携による新技術等の創出

デジタル技術や環境技術等を実装できる環境を用意し、企業や大学・研究機関等の積極
的な進出を促し、産学官連携による新しい技術等の創出への挑戦を支援し、地域の活力を
高めてまいります。

【指針１１】持続可能な社会の形成

デジタル技術や環境技術など、あらゆる手法を活用し、地球温暖化への対応やＳＤＧｓへの
取組、エネルギー等の分野において、社会、環境、経済が循環する持続可能な社会の形成
に向けて取組を進めてまいります。

© 2022福島県会津地方振興局

○ 学校を核とした地域づくり、ＩＣＴ活用した教育の格差是正、ＳＮＳ等のトラブルに巻き込まれない自立性 等

○ 地域包括ケア、在宅医療の充実、データを活用した健康管理、子どもの安全と安心等

○ デジタル技術による災害情報提供、デジタル技術を活用した防災訓練等による防災意識の向上 等

○ デジタル技術等を活用したモビリティサービス等

○ デジタルを活用した脱炭素社会への取組、地球温暖化対策、再エネ推進、廃棄物処理 等

○ ＳＤＧｓ教育旅行やワーケーションなど、ＳＤＧｓの学びを深めるとともに、交流人口・関係人口の拡大を図る。

○ デジタル技術等を活用した自然環境の保全と素晴らしい自然環境の情報発信 等

○ 会津大学をはじめ、人口規模、自然環境等、新技術等の実証や実証に適した環境が整っているため、様々な

産学官連携による社会実験の適地であり、新技術や特許等の新しい価値の創造が期待できる。

本文24～26頁
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

【指針１３】地域産業の活性化

会津地域を支える農業や伝統産業をはじめ、建設業、製造業、観光業等、地域の産業
において、デジタル技術や環境技術等を積極的に活用した異業種交流や学術研究機関
等との連携協力による新技術等の創出への挑戦を支援し、地域の活力を高めてまいりま
す。

【指針１４】交流人口・関係人口の拡大

地域の歴史文化など地域の宝を磨き、将来に向けて利活用を進めるとともに、各産業
が連携して文化観光施策を展開し、交流人口・関係人口の増加に取り組んでまいります。

© 2022福島県会津地方振興局

地 域 社 会 D X 本文27～28頁

○ 農業、伝統的な地場産業をはじめ、観光関連産業、建設業、電子部品・デバイス・電子回路関
連産業、医療用機械関連産業等、地域の産業において、デジタル技術や環境技術等による異業
種交流や学術研究機関等との連携協力による新しい技術等の創出への挑戦を支援し、地域の
活力を高めていく。
○ 地域産業の技術継承と後継者育成に加え、国内外への情報発信や更なる地域ブランド力の
向上・販路拡大などによる産地育成にも、デジタル技術や環境技術などを積極的に活用していく。

○ 会津の自然や歴史、文化、地域産業などの地域の宝をいかし、教育旅行の再興や、ＪＲ只見
線、ＪＲ磐越西線、会津鉄道、野岩鉄道の利活用促進による広域観光、マイクロツーリズム、ヘ
ルスツーリズム、グリーン・ツーリズムなどにもデジタル技術等を活用し、観光施策を進めていく。
○ 県内でも利用者が多い道の駅や観光地などを活用しながら、地域の文化や歴史遺産などの
地域の宝をデジタル技術の活用により効果的に発信するなど、観光施策の積極的な展開により、
交流人口・関係人口を増やしていく。
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

【指針１５】文化芸術の振興、多様な働き方、新たな地域活性化

デジタル技術等を活用した文化芸術の振興や多様な働き方・生き方が可能となる社
会づくりを進めるとともに、新たな地域活性化への取組を推進します。

© 2022福島県会津地方振興局

地 域 社 会 D X 本文28～29頁

【指針１６】情報インフラの整備
情報インフラは、人生100年時代を幸せに生きるためのライフラインとして整備促進を
図ってまいります。

○ 縄文時代から続く会津地域ならではの暮らし、歴史、伝統文化や風習等を守りいかし、後世に
残していく必要がある。地域力の維持及び発展に向け、更には世界的な競争力を持って地域の
宝を磨き上げていくためには、個々の文化や風習がとても重要になってくる。
○ ネットワーク型の博物館、オンライン図書館、オンライン美術館などの取組を通じて、誰でも、ど
こでも地域の文化芸術に触れられる環境の整備や感動や楽しみを共有できる場の創出を支援
する。
○ 男女ともに働きやすい環境づくりやワーク・ライフ・バランスの推進、女性を対象としたプログラ
ミング教室の開催等、女性活躍に向けた施策を推進するなど、地域における魅力ある多様な就
業機会を創出していく。
○ デジタル通貨導入など、新たな手法による地域経済活性化の検討等を進めていく。

○ 情報インフラは、電気・ガス・上下水道・廃棄物処理・道路等と同等のライフラインであるため、
Ｗｉ-Ｆｉ、高速・大容量の移動通信システム等の情報通信環境の整備を促進するとともに、大規模
災害に備えた情報通信インフラの強靱化を図っていく。
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人生100年時代 会津地域自治体広域連携指針

【指針１７】デジタル人材の育成
人生100年時代を自分らしく豊かに幸せを実感しながら暮らしていけるよう、サポート
するデジタル人材を育ててまいります。

【指針１８】多様性の尊重

障がいのある方や外国人住民の皆さんをはじめ、多様性を尊重し、誰もが、不自由な
く楽しく過ごせるよう、一人一人の人権を大切にするとともに、様々な支援を必要とする
人への環境整備を図ります。

© 2022福島県会津地方振興局

地 域 社 会 D X 本文29～30頁

○ 多様な価値観や文化的背景をお互いに認め合い、対話し、協力し合っていく中で、共に生きる方
法、課題を解決する方策などが生まれくるようなコミュニケーションを深めるために、デジタル技術
等を効果的に活用して「多様性を地域の力に変える」ことも、この会津で実践し、発信していく。
○ 障がいのある方に対する支援は、人的な支援だけではなく、デジタル技術等を活用した建物の
バリアフリー化などのインフラ整備やユニバーサルデザインの取組を推進するなど、障がいのある
方が不自由なく幸せに暮らすことができる地域社会の形成を図っていく。
○ 外国人の誰もが地域で安心して暮らせる環境を整備するとともに、一人一人が様々な文化や考
え方を理解することが重要であり、共に支え合える持続可能な活力ある多文化共生社会の実現に
向けた取組を進める。

○ 会津大学やＩＴ関連企業等との産学官連携などにより、ビッグデータによる新しい発見や効果
的なサービスを生み出すことや、デジタルマーケティングなど、地域の中でデジタルを活用できる
人材を育成し、効果的な様々なアイデアを実現していくことが必要である。
○ さらには、住民の中でもデータや科学的な証拠に基づく施策立案（ＥＢＰＭ）ができる人材を育
成していく。



○国が行う標準化と自治権の諸問題
○個人情報保護と地方自治の諸問題
○ＡＩを活用した行政上の意思決定や行政資源の
配分にかかる諸問題
○デジタル社会における国・地方関係
○行政が保有するデジタルデータの利活用にか
かる諸問題
○ 住民の範囲の捉え方 等
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○「顔の見える行政」が非対面手続を加速した結果、
「顔の見えない行政」になってはならない。

○「顔の見える」というのは、肌感覚や雰囲気の共有、
共感というアナログ世界のもの。

○ デジタルによる住民の利便性は、行政側には時間
と人員の削減という効果を与える。
その効果をどうアナログの世界につなげ、住民

サービスを充実させ、きめ細かな対応によって、住
民に寄り添った丁寧な「顔の見える行政」を実現し
ていくかが試される。
そこにＤＸの評価の差が生まれる。

○ 対面での窓口業務は、様々な気づきからきめ
細かな対応ができたことや、住民の中には対面
での手続や相談を望む人も少なくない。
○ 非対面によるオンライン手続は、複雑な相談
や定型化されていない業務には向かないことを
認識し、業務の内容を十分に精査してオンライン
手続を導入していく必要がある。
○ デメリットをどう克服し住民のニーズに対応し
ていくかを検討するとともに、デジタルデバイドと
の配慮の仕方についても併せて検討。

○ オンライン手続やオンライン会議等の実施に
は、役所に人が集わなくなるという問題が潜む。
○ 役所が中心市街地にある市町村は、人の流
れが変わることになり、中心市街地問題を更に
加速させる要因になる可能性がある。
○ 今後のまちづくりをどのようにしていくのか。
役所の利活用や自治体の中心をどこにおくのか、
などの問題について、住民参加の下での議論が
求められる。

タンパク質解析等

(1)非対面のオンライン手続の課題 (2)まちづくりの中での役所の位置づけ

(3)顔の見える行政の推進への課題 (4) 新たな法的課題等への検討
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（参考文献：原田大樹「デジタル時代の地方自治の法的課題」『地方自治』No.884
地方自治制度研究会 2021年 2-26頁）



ＤＸの
ステップ

段階 基礎ステージ サイロ（縦割り）
ステージ

部分的統合ステージ 全体的統合ステージ デジタル化した社会
ステージ

内容

段階 基礎段階 部署内役所内
段 階

複数市町村
連携段階

全市町村
連携段階

デジタル化した自治
体による住民サービ
ス提供

内容 ■部・課内の業務の一
部を自動化、省人化

■アナログからデジタル
へデータ変換等

■部署内の縦割り組
織内や小規模町村で
の役所内でのデジタ
ル化
■デジタルデータを用
いた作業の変革

■役所内のデジタル
化はほぼ終わり、複
数の市町村間で一部
の業務について、標
準化・共通化した事
務の実施

■複数の市町村間で
共同業務の実施と、
全市町村間で一部の
業務について、標準
化・共通化した事務
の実施

■会津管内全市町村
で標準化・共通化した
事務を実施しながら、
住民サービスの拡充
が図られている

会津地域
13市町村の
スケジュール

令和２～３年度

・業務量調査の実施
・現状と課題の把握分析
・実証実験の実施

令和３～５年度

・実装に向けた検討

令和４～６年度

・先行市町村での業務
の標準化・共通化

令和７～９年度

・全市町村での業務の
標準化・共通化

令和１０年度以降

デジタライゼーション
（業務のＩＣＴ化）

２マイナンバーカードの普及促進

３自治体の行政手続きのオンライン化

４自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用促進

５テレワークの推進

６セキュリティ対策の徹底

７地域社会のデジタル化

８デジタルデバイド対策

同時並行 同時並行 同時並行

デジタイゼーション
（情報のデータ化）

１自治体の情報システムの標準化・共通化

ＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ﾄﾗﾝﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）

【会津地域自治体広域連携による自治体ＤＸ推進のロードマップ】

国
の
自
治
体
Ｄ
Ｘ
推
進
計
画

へ
の
対
応
と
そ
の
期
間

▲石角友愛『いまこそ知りたいＤＸ戦略』ﾃﾞｨｽｶｳﾞｧｰ･ﾄｩｴﾝﾃｨﾜﾝ 2021年 43頁を参考に会津地方振興局が作成

会
津
地
域
１
３
市
町
村
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